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の532万 ha から2015年の345万 ha（農業経営体を含む）
まで一貫して減少し続けている（図₂）。また、作付
け延べ面積では、1960年の813万 ha であったが、そ






















































































































































































































































































































































































































































71.2万 ha から2015年の66.3万 ha へと4.9万 ha 減少し
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まったくなくなったわけではないことを統計的に示し
ている。
さらに、今回の農林業センサスの分析結果において
注目すべき点は、日本農業における土地利用型農業と
集約型農業の地域的な分化が確認できたことである。
いわゆる外延的規模拡大による構造再編は全国的にみ
れば進んでいると言えるが、販売金額からみた大規模
経営は土地利用型農業の展開に特徴づけられる地域ほ
ど停滞傾向にある。ただし、成長部門と見られてきた
集約型農業は施設型あるいは加工型の労働集約的な性
格の強い、農地利用に依存しない部門である。農地利
用の後退が続くわが国にとって、生産手段としての農
地の維持にどれくらい寄与しているかという観点から
見たとき、土地利用型農業の再構築あるいは集約型農
業との連携は重要な課題である。
そして、今回の農林業センサスから東北地方の農業
地域については、以下の特徴が明らかとなった。割合
としてみた経営の単一化にあまり変化は見られなかっ
たが、数としては大きく減少した。さらに単一経営農
家の減少をけん引したのが、米単一経営農家であった。
その中で、米プラス兼業という特徴が崩れつつあり、
兼業化の縮小と農業労働力の高齢化が顕著となってい
る。高齢化については、昭和一桁世代の本格的な離農
により農業就業人口の一層の減少によって高齢化率自
体が低下するという現象も確認された。
耕作放棄地に見られる農地利用の後退は、今回のセ
ンサスでも継続している。東北地方において大きな層
を形成していた兼業農家が土地持ち非農家に移行した
とみられる。本来であれば農地市場に供給される農地
は受け手に吸収されるはずであるにもかかわらず、耕
作放棄地の増加をもたらしている。
その結果、農業構造の再編は、₅ha 以上の農業経
営体は増加しているが、販売金額1、000万円以上経営
体率は低下したことに見られるように停滞傾向にあ
る。特に、米の経済的地位の低下によって稲作に依存
する地域ほど生産性の停滞傾向が見られたことは今日
的特徴である。
今回のセンサス分析を通じて、農家単位の分析では
もはや農業の縮小再編の過程しか確認できないことが
これまで以上に明瞭となった。今後、産業としての農
業の形成とその可能性を検討するためには、農家単位
に限定されない個別経営体、組織経営体を指標に組み
入れた主体分析が重要となるだろう。特に、東北地方
における農家段階の経営複合化の動きは紙幅の関係か
ら検討することができなかった。この点は、他日を期
したい。
付記
本論文は、共同執筆者である小金澤との討議に基づ
いて、指標の設定、分析の論点を整理し、佐々木の責
任において執筆したものである。本稿の一部は、2017
年度東北地理学会秋季学術大会にて発表した。
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注
1福島県における楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛
尾村、飯舘村および秘匿扱いの地域については、今回の
分析対象外とした。そのため、原子力災害の影響につい
ては、次回以降のセンサスの分析課題である。
2日本経済の稼ぎ方の変化は、経常黒字額にも現れている。2016
年には20兆1990億円に達し、2007年以来再び20兆円を超
えた（日本経済新聞、2017年₅月11日付）。
3土地持ち非農家は、農林業センサス上において総農家には含ま
れない。しかし、数値の上でも無視できないことに鑑み
て分析対象に加えた。
4 ただし、自給率の低下が海外農産物の輸入が増えたことによ
るものなのか、あるいは国内生産量が需要に対して減少
した結果なのかについてはより慎重な検討が必要であろ
う。
5安藤（2016）では、農業経営体の減少率を指標にしているが、
本稿では総農家の減少率を採用した。
6農産物販売金額区分を指標にして上位階層農家の動向を精緻に
分析したものとしては、宇佐美の研究を挙げることがで
きる（宇佐美、2005）。なお、SASAKI（2012）では宇佐
美の方法に依拠して2005年の分析を試みた。
7 東北地方の複合化の動きについて東山（2006）は、相対的に
農家経営が残存する中で農地流動化が停滞的であるため
に、対応としては経営複合化が追求されるとしている。
8庄子（2015）は、福島県西会津町を事例に高齢化による農業労
働力の補完を実証的に分析しており、過疎農村における
人口減少の実態を捉えたものとして参照されたい。 
9今回の分析において、耕作放棄地面積率は農地利用主体を広く
とらえるという観点から販売農家ではなく農業経営体の
経営耕地面積を用いた。
10）この図は、東北地方における農業生産の地域的序列を米に
代表させて捉えたものである。河相・宇佐美（1985）と
SASAKI（2009）では、1978年、2005年時点を取り上げ
ているが、両者と今回の図を比べると米の経済的意義の
低下が明瞭となる。
（平成29年₉月29日受理）
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